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富 山 大学事務電算化委員会規則の一部 を改正する規則
富山大学長 柳田 友道
富山大学事務電算化委員会規則 （昭和54年12月21日制定） の一部を次のよ うに改正する。
第 2条に次の l 項を加える。
2 委員会は， 前項に規定する事項を審議するほか， 事務電算室の業務運営を監理する。
附 則
この規則は， 昭和57 年・ 2月4 白か ら 施行する。
炉 富山大学事務電算化委員会規則の 改正理由




富 山 大学人文学部規則の一部 を改正する規則
富山大学 人文学部規則（昭和52年5月16日制定） の一部を次の よ うに改正する。




「 人文学科 必修科目10単位， 選択必修科目6単位を含め計78単位以上
語学文学科 必修科目4単 位， 選択必修科目 10単位を含め計78単位以上」
を
「人文学科 必修科目 6単位， 選択必修科目4単位を含め計76単位以上
語学文学科 必修科目 2単 位， 選択必修科目4単位を含め計76単 位以上」
に改める。




授 業 科 目 単数位 授 業 科 目 数
単位 授 業 科 目
哲 学 概 号日 2間》、 4 史 学 史 2 人 文地 理 学講読
西 洋 哲学 史概説 8 東 洋 史概説 6 地 理 寸ムu．ー 史
哲学 特 殊講 義 6 東 洋 史特殊講義 8 自然 地 理 学
西洋哲学史特殊講義 6 東 洋 史学演習 6 1也 量＂＇土U、 且寸ιー
哲 十Aふん i寅 芭J 4 東 洋 史史料講読 4 地 図 ナ,,,,. 
哲 学 講 ヨ函3当Lて 4 東 洋 文 化 史 2 人 文地 理 学 実 習
西 洋 哲学 史演 習 4 西 洋 史概説 6 文 化 人 類 学概論
西 洋 哲学 史講読 4 西 洋 史特殊講義 8 文化人類学特殊講義
芸再開，ふ 理 会寸旦 ．ー 4 西洋史学 演 習 6 文化 人 類 学 演 習
｛命 理 弓み主£〕． 4 西 洋 史史料講読 2 文 化 人 類 学講読
美 寸A且a． 2 西 洋 文 化 史 2 自 然 人 類 学
刀’亡とt・ 教 寸品u一忌 4 西 洋 古 典語 4 民 族 圭＂＇士也、
’し、 理 会寸1ー．・ 4 史 ーー子且， t既 ヨ日間/>. 2 民 ｛谷 学
比 較 里、 ＃，じ目ρ 4 考 古学 概 論 4 文 化 人 類 学 実 習
日 本 思想史 2 考 古学 特殊講義 14 言語学 概 論
東 洋 思想史 4 考 古学 演 習 3 言語学 特殊講義
日 本 史概説 6 考 古学 講 読 2 言語学 演 習
日 本 史特殊講義 8 地 史 p十,,_ 2 音 ？三'i 学 I 
日 本 史学 演 習 6 考 古 学 実 習 4 音 声 寸店主ゐ- II 
日 本 史史料講読 2 人 文 地 理 学概論 4 言語学 実 験
日 本 文 化 史 2 人文地理学特殊講義 8 文 化 構造論
Lート」 文 書 学 4 人 文地 理 学 演 習 3 地 域文化 持殊講義
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数単位 授 業 科 目 数
単 位
2 地 域 文 化 演 習 4 
4 文 化 基 礎 演 習 4 
4 文 化 構造研 究 4 
6 文 イじ 吾両三岡〉、 4 
2 日 本 生活文化 史 4 
5 東 洋 生活文化 史 4 
4 西 洋 生活文化 史 4 
1 2  国 * 雪�rru 2 
5 美 宇f.j 史 2 
4 法 市IJ 史 2 
4 経 済 史 2 
4 思 d坤t よ目ρ 史 2 
2 博 ヰゐ 官官 寸,llーL． 4 
3 博物 館 学 実 習 2 
2 社 会 教 育 概論 2 







備考 他学部の専門教育科 目 （教職に関する専門科 目を除く。）のうちから選 択履修した も の も 自由選択科




授 業 科 目
国 語 学 概 論
国 語学 特 殊 講義
国 文学 特 殊 講義
国 語 学 演 習
国 文 学 演 習
国 語 学 講 読
国 文 学 講 読








朝鮮語 学 講 読
朝鮮文学 講 読
朝 鮮文 学史























授 業 科 目 数
単位
朝 鮮 語 会 話 4 
朝 鮮 事 ’情 6 
朝 鮮 史 2 
中 国 語 学概論 4 
中国 語学特 殊 講義 6 
中国文学特 殊 講義 6 
中 国 語 学 演 習 4 
中 国 文 学 演 習 8 
中 国 語 学 講読 4 
中 国 文学講読 8 
中 国 文 学史 6 
中 国 語 作 文 2 
中 国 語 会 話 2 
中 国 思 想史 2 
英語学 特 殊 講義 8 
英文 学 特 殊 講義 8 
英 語 学 演 習 4 
英文 学 演 習 4 
英 語 学 講誌 6 
報 第220号
授 業 科 目 数
単位 授 業 科 目 数
単位
英文 学 講 読 8 ドイ ツ 語 会 話 8 
アメリカ文学特殊講義 8 ド イ ツ 事情 4 
アメリカ文学演習 4 ロンア語ロシア文学特殊議義 14 
アメリカ文学講読 8 ロシア語ロシア文学演習 8 
英米文 学史 8 ロンア語ロシア文学講読 8 
英 文 法 4 ロシ ア文 学史 4 
英 ｛乍 文 4 ロシ ア文法 2 
英 � エ 話 4 ロシ ア 語史 2 
英 圭ロ五ロ 史 2 ロシ ア 語 会 話 4 
ドイツ語学特殊講義 8 ロ シ ア 事情 4 
ドイツ文学特殊講義 8 比較文学概論 2 
ドイツ語学 演 習 4 比較文学特 殊 講義 6 
ドイツ文学 演 習 4 比較文学 演 習 4 
ドイツ語学講読 6 文 十,,,.,. 概 ヨ日子β間‘ 2 
ドイツ文 学講読 6 フラ ン ス 文学史 2 
ドイ ツ文学史 8 フラ ン ス 文学講読 2 
ド イ ツ 文 法 4 卒 業 主；／岡� 文 10 
ドイ ツ 語 史 2 
ド イ ツ 語 作 文 4 
備考 他学部の専門教育科目 （ 教職に関する専門科目 を除〈。）のうちか ら 選択履修 した も の も 自 由選択科
目として， 卒業に必要な単位数に数える こ とがで き る。
附 則
こ の規則 は， 昭和 57年4月 1 日 か ら 施行する。 ただ し， 昭和 5 5年度以前に入学した者については， なお従前の例
による。
怯 富山大学 人文学部規則の改正理由




昭和 57年 2月19 日
富 山 大学教育学部規則の一部 を改正する規則




昭和57年2月号 品拍手・ 報 第220号
「 ｜社会科教育｜社会科教材研究｜ 3 I」 を
「｜社会教教育｜社会科教材研究｜ 2 I」 に ，
計 I i 7 I」を
「｜ 計 I i 6 I」 に 改める。
別表III社会専攻中
日 × 日 本 史 学 I （古 代）
本 × 日 本 史 学 II （中 世）
史 × 日 本 史 学 III （近 世）
学 × 日 本 史 学 N （現 代）
日 × 日 本 史 Aすuー与
本 × 日 本 史 Aザa ゐー II 
史 × 日 本 史 学 III 
品寸んー × 日 本 史 学 N 
× 西 洋 史 学 I
× 西 洋 史 学 II

























富 山 大学大学院工学研究科規則の一部 を改正する規則
富山大学大学院工学研究科規則 （昭和42年5 月1 9日制定 ）の一部を次のように 改正する。
別表化学工学専攻の項中「｜反応工学特論I 2 I」 を




1 この規則は， 昭和57年4 月 1 日 から施行する。




富山大学 ト リ チウム科学セン タ ー放射線障害予防規則の一部を改正する規則を次のとおり制定する。
主i�220号
昭和57年2 月1 9日 富山大学長 柳田 友道
富 山 大学トリチウム科学センター放射線障害予防規則の一部 を改正する規則
富山大学トリチ ウム科学セ ン タ 一放射線障害予防規則 （昭和56年2月20日制定） の一部を次のように 改正する。
第2条中 「業務」を「業務並びに放射線施設の維持及び管理の業務」 に 改 める＠
第4 条中第2項を第 5項とし， 第 lJ頁の次に次の 3 項を加える。
2 主任者は， 放 射線施設及び設備の状況について定期的に 点検しなければならない。
3 主任者は， 定期的な点検にお いて異常を認め たと き は， 必要な措置を講ずるとと も に セ ン タ ー長に報告しなけ
れは‘ならない。
4 セン タ 一長は， 放 射線障害の防it-.に 関し， 主任者の意見を尊重しなければならない。
第8 条中 「従い， 」を「従し＼ かつ， 第21条の規定に基づいて定められる事項に より作業を行L、」 に改める。
第10条第 l Jf｛中「使用施設内 で、」を削1）， 同条に次の l 号及び 1項を加える。
( 3) 容器の表面の放射線量率が 200ミリレム毎時， 容器の表面から 1 メートル離れた 位置にお ける放射総量率が
10 ミ リレム毎時を それぞれ超えないようにすること。
2 同位元素の運搬に関し前項以外の事項については， 放 射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律
施行規則lj （総理府令第56 号） 第四条の規定に基づいて行われなければならない。
第16条第 l 項中 「及び、iftll定」を 「， m1J定及び、教育訓練」 に改める。
第17条第 1 項中 「放 射線障害の発生を予防する た めに必要な」 を 「初めて管理区域に 立 ち 入る前及び管理区 域に
立 ち 入った 後にあっては l 年を超えない期 間ごとに 」 に改め， 同条第2 項を第4 項とし， 第 l I頁の次に 次の 2項を
加える。
2 前項に規定する教育及び訓練の項目並びに 時間数については， 次のとお りとする。
( 1）放射線の 人体に与える影響 30分間以上
(2）放射性同位元素等の取扱い 4時間以上
( 3) 同位元素 に よる放射線障害の防止に関する法令 1時間以上
( 4) セ ン タ ーの放射線障害予防規則 30分間以上




第1 8 条第3項中「本人及ひ、」 を 「本人に 交付するとと も に」 に改め， 同条の次に次の1条を加える。
第四条 の 2 セ ン タ ー長は， 従事者の外部被ぱく線量のiHIJ定結果を保存しなければならない。
2 セン タ 一長は， 前 項に規定するおlj定結果の写しを本人に交付しなければならない。
第20条第4項中 「事故」を 「ほか， 同位元素の所仕不明 等の事故」に 改める。
附 則
この規制は， 昭和57年2月19日から施行し， 昭和56年5 月1 8 日 から適用 する。
ー 富山大学トリチウム科学セン タ一放射線障害予防規則の改正理由
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放射性同位元素等による放射線障害の防止に 関する法律施行規則附MIJ （昭和56年5 月 16日総理府令第31 号） 第 2
項の規定に伴い， 所要事項を規定するほか， 責任体制をより明確にする た め。
富山大学放射性同位元素総合実験室放射線障害予防規則の制定
富山大学放射性同位元素総合実験室放射線障害予防規則を次のとお り制定する。
昭和57年2 月19 日 富山大学長 柳田 友道
富 山 大学放射性同位元素総合実験室放射線障害予防規則
（目 的）
第1条 この規則は， 放射性同位元素等による放射線障害の防止に 関する法律 （昭和32年法律第167号。 以下 （「法
律」 という。）第2 1条第l項及び人事院規則10- 5 （職員の放射線障害の防止）第22条第1項の規定 に 基づき， 富
山大学放射性同位元素総合実験室 （以下 「総合実験室」 という。）にお ける放射性同位元素（以下「同位元素」と
いう。）の使用及びその他の取扱いを規制し， 放射線障害の発生を予防する こ とを目的とする。
（組織及び職務）
第2条 総合実験室に お ける安全管理に 関する職務は次の 各 号のとおりとする。
(1) 総合実験室長 （ 以下「室長」 という。）は， 放射線障害予防業務並び‘に 施設の維持及ひ‘管理業務を総括する。
( 2) 放射線取扱主任者（以下「取扱主任者」 という。）は， 放射線障害予防についての業務の指導監督を行い， か
つ， 関係法令及び規則等の実施を確保するため必要な措置を講ずる。
(3) 取扱主任者の代理者 （以下「代理者」という。）は， 取扱主任者が旅行， 疾病 その他の事故に より職務を行う
ことができない場合に おいて， その職務を行う。
2 取扱主任者は， 室長に 安全管理に 関し， 必要な場合， 意見を述べる ことができる。
3 室長は， 取扱主任者の意見を尊重しなければならない。
（放射性同位元素委員会）
第3 条 室長は， 実験室の管理運営の基本に 関する こ と及び同位元素による障害防止に関する こ とに ついて， 富山
大学放射性同位元素委員会規則第2 条第l項 に 定 めると ころにより 富山大学放射性同位元素委員会 （以下「同位
元素委員会」 という。）の議を経なければならない。
（選 任）
第4条 室長， 取扱主任者及び代理者は， 法令に定める放射線取扱主任者の資格を有する職員のう ちから， 同位元
素委員会の指名 に 基づき， 学長が選任する。
（施設の維持管理）
第5条 室長は， 法律第13条第 1項及び第2 項に定めるところにより施設の維持管理に努めなければならない。
（定 期 検 査）
第6条 取扱主任者は， 放射線障害防止のた め総合実験室及び これに付随する設備の保全の状態， 保護具， 防護用測
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定機器等の検査を定期的 に 行う も のとする。
2 取扱主任者は， 検査の結果を室長に報告するとと も に異常を認め た ときは‘ 室長に対し放射線障害防止に 関し
必要な処置を勧告する も のとする。
3 室長は， 前項の報告並びに勧告を受け た ときは必要な処置を講 じなければな ら ない。
（登 録）
第7条 同位元素の使用及び その他の作業に 従事する者 （ 以下「従事者」という。）及び管理区域に 業務上随時立ち
入る者 （ 以下 「随時立 入者」 という。） は， 室長に あ ら か じ め別紙第 1 号様式に より登録を申請しなければな ら な
し、。
2 室長は， 前項の登録申請があっ た ときは， 富山大学放射性同位元素総合実験室運営委員会の議を経て許可する
も のとする。
3 登録申請事項に 変更が 生 じ たときは， 速やかに 再申請を行わなければな ら ない。
4 登録の有効期限は， 登録し た年度内とする。
（ 同位元素の使用）
第8条 従事者は， 同位元素を使用しようとする場合に は， あ ら か じ め第7条第 1 項に 規定する様式により室長に
申請の上， 使用許可を受けなければな ら ない。
2 使用 許可 さ れた 事項に 変更が生 じ た ときは， 速やかに 再申請しなければな ら ない。
3 その他同位元素の使用について必要な こ とは， 別に 定める。
第9条 従事者は， 同位元素を使用する場合に は， 取扱主任者の指示に従い放射線障害の予防に努めなければな ら
ない。
（ 同位元素の保管）
第10条 従事者は， 同位元素の貯蔵又は保管に ついては， 取扱主任者の指示に従い， 次に掲げる事項を厳守しなけ
ればな ら ない。
(1) 同位元素は， 所定の貯蔵施設に貯蔵すること 。
(2) 貯蔵庫か ら 同位元素を持 ち出すときは， 漏えいの有無を確認すること。
(3) 同位元素の使用が終了した ときは， 必ず所定の貯蔵施設に保管すること。
（同位元素の運搬）
第11条 同位元素を運搬する場合は， 法律第18条の規定 に よるほか取扱主任者の指示に従い， 次に拍げる事項を厳
守しなければな ら ない。
(1) 標識を付し た 所定の容器に 入れ密封すること。
(2) 標識を付し た 所定の運搬用具を用いること。
(3) 容器の表面の放射線量率が 200 ミ ＇）レム毎時， 容器の表面か ら 1 メートル離れ た位置に おける放射線量率が
10 ミ リレム毎時を超えないよう にすること。
2 同位元素の運搬に 関し， 前項に 規定するほか放射性同位元素に よる放射線障害の防止に 関する法律施行規則
（昭和35年総理府令第56号） 第18条の規定により行う も のとする。
（ 同位元素の廃棄）
第12条 同位元素又は同位元素に よって汚染された物の廃棄に 関する業務は， 取扱主任者が総括する。
2 同位元素又は同位元素 によって汚染 さ れた物を廃棄しようとする場合には， 取扱主任者の指示に 従い， 廃棄物
の物理的・化学的性状に より区分し， 適切に処理しなければな ら ない。
3 従事者は， 取扱主任者の指示に 従い使用施設内の容器に収納し た 廃棄物を指定 さ れた 廃棄物容器に 移し替えな
ければな ら ない。
（排 水）
第13条 取扱主任者は， 液体状の同位元素又は同位元素によって汚染 さ れた 液を排出しようとする場合に は， 排水
設備の排水口に お ける排液中の同位元素の濃度が 許容濃度の10分のl以下であることを確認しなければな ら ない。
2 取扱主任者は， 排水口における同位元素の濃度及び排水量を別紙第2号様式 に よ り 記録しなければな ら ない。
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第14条 取扱主任者は， 気体状の同位元素又は同位元素に よ って汚染された空気を排出し よ うとする場合には， 排
気 設備の排 気口 に おける排気中の同位元素の濃度が許容濃度の 10分の l 以下としなければならない。
2 取扱主任者は， 排気口に おける同位元素の濃度を記録しなければならない。
( ;wJ 定 ）
第15 条 従事者は， 取扱主任者の指示に従い同位元素 に よ る汚染の状況の測定を 当該施設の必要と認められる場所
について行わなければならない。
2 取扱主任者は， 前項に 規定するj&lj定を1日を超えない作業期間ごとに l 回行うものとし， その結果を別紙第3
号様式 に よ り記録しなければならない。
3 取扱主任者は， 当該施設に おける放 射線量率の測定を1Bを超えない作業期間ごとに 1回行うものとし， その
結果を別紙第4号様式に よ り記録しなければならないの
第16条 従事者は， 管理区 域から退出する際に， 人体表面の同位元素に よ る汚染状況に ついての測定を自ら行わな
ければならない。
2 測定の結果， 異常な汚染が認められた場合， 従事者は， 速やかに 取扱主任者に 連絡し， その指示を受けなけれ
ばならない。
3 従事者は， 測定結果を別紙第 5 号様式 に よ り記録しておかなければならない。
（ 記 帳 ）
第17 条 取扱主任者は， 法律等の定めるところ に よ り教育訓練並びに同位元素等の使用， 保管， 廃棄及びilJIJ定に関
する事項の記帳を行わなければならない。
2 1帳簿の保存期間は， 記帳の閉鎖後 5 年間とする。 ただし， 人体が最大許容表面密度を超えて同位元素に よ り汚
染され， その汚染を容易 に 除去することがで き ない場合の測定結果は， 永年保存とする。
（教 育 訓 練 ）
第18条 室長は， 従事者及び随時立入者に 放射線障害予防規則等の周知， その他放 射線障害の 発生を予防するため
次の各号に 定めるところに よ り， 教育及び訓練を行い， その結果を記録しなければならない。
(1 ) 初めて管理区 域に 立 ち 入る前及び立 ち 入った後に あっては 1年を超えない期間ごとに行うこと。
( 2 ) 次の表に 掲げ．る項目に ついて行うこと。 ただし， 初めて管理区域へ立 ち 入る者に対しては， 左欄に掲げる項
目に ついて， それぞれ右欄に 掲げる時間数以上行うこと。
項 目 時 間 数
1 放 射線の人体に与える影響 30 分間
2 放 射性同位元素等又は放 射線発生装置の安全取扱い 4 時 間
3 同位元素及び放 射線発生装置に よ る放 射線障害の防止に関する法令 1 時間
4 総合実験室の放射線障害予防規則 30 分間
5 その他必要と認める事項 必要時間
2 前項の規定にかかわらず同項第 2 号に 掲げる項目の全部又は一部に 関し十分な知識及び技能を有していると認
められる者に対しては， 当該項目についての教育及び訓練を省略することがで き る。
3 未経験者及び経験の少ない者には， 経験者の指導の下に作業を行わせ， 同位元素の取扱い， 使用方法等を修得
させなけれは、ならない。
（健康 診 断 ）
第19条 室長は， 従事者及び随時立 入者に対し健康診断を実施しなければならない。
2 前項に規定する健康診断は， 初めて管理区 域に 立 ち 入ると き 及び立 ち 入った後は従事者にあっては 3月， 随時
立 入者に あっては 6月を超えない期間ごとに1回行わなければならない。






5 放射線障害を受けた者又は受けたお それのある者は， 直ちに取扱主任者に連絡し． その指示の下に保健上必要
な処置を受けなければならない。
6 取扱主任者は， 前 項に規定する処置を執った場合には， 速やかに室長に報告しなければならない。
第20条 取扱主任者は， 従事者の外部被ば〈線量の測定結果を別紙第 7 号様式に よ り記録しなければならない。
2 室長は， 前項の測定結果を保存するとともに， その写しを本人に交付しなければならない。
（緊急時の措置）
第2 1条 従事者は， 放射線障害を受けるお それのある不測の事態が発 生した場合には， 取扱主任者に連絡し， その




第22条 従事者は， 使用施設内に火災が発 生したと き ， 又は使用施設に延焼のお それのあると き には， 消火又は延
焼の防止に努め るとともに， 直 ち に取扱主任者及び消防署に連絡しなければならない。
2 室長は， 前iJ頁に定めるほか， 危険時の措置について， あらかじめ事故対策を講 じてお かなければならない。





第23条 前 条 ま でに規定するもののほか， 必要な事項は別に定める。
附 則
1 この規則は， 昭和 57年 2月19日から施行する。
2 富山大学文理学部放射性同位元素実験室放射線予防規程 （昭和38年10月 9 日制定） 及び富山大学放射性同位元
素総合実験室放 射線障害予防規則 （ 昭和40年10月1 1日制定）は廃止する。
別紙第 1 号様式
放 射性同位元素総合実験室使用許可申請書
昭和 年 月 日
富山大学放射性同位元素総合実験室長 殿
申請者氏 名 ＠ 
富山大学放射性同位元素総合実験室放 射線障害予防規則第7条第 l 項の規定によ り下記のとおり許可願いたく申
請し ま す。
。 学部及び研究室名 ＠ 代表者官職氏 名
。 研 究 期 間 昭和 年 月 日から 月間
。 管理区域内において放射線作業に従事する者（放射線作業に従事した経験がある者は， 氏 名欄にO印を付すこと。）
氏 名 生年月日 放射線作業に従事する予定期間 氏 名 生年月日 肱射線作業に従事する予定期間
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。 管理区 域に立 ち 入るが放 射線作業に従事しない者
（ 放 射線作業に従事した経験がある者は， 氏 名 欄にO印を付すこと。）
氏 名 生 年 月 日 氏 名 生 年 月 日
。 使用する放 射性同位元素
核 同 数 豆長ヨ王 使 用 目 自ワ 干五 種 数 量 使 用 目 自ワ
。 購入放 射性同位元案 （ 使用するため今年度購入消及び購 入予定のものを記載すること。）
l!j1j入（予定j年月日 ll誌 入 先 f主 干•fi 数 ：量 購入（予定 ）年月日 購 入 先 核 干重 数 夏Eヨ
。 持 込 物 品
持 込 午物 日i=t日 名 数 量 持 込 物 日i=t日 名 数 主竪主
主として備品的なもの及び使用後管理区 域外へ持 出す予定のものを記載すること。
2 . 潰耗品的なもの で， 汚染物品として廃棄予定のものは記 入しないこと。
注 意
1. この申請書の内容に変更が生じたと き ， 又はし よ うとすると き はあらか じ め届出ること。
2 . 購入予定の放 射性同位足素については， 年度末に正確な購入状況を調査し ま す。
昭和57年2月号 学 報 第220号
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氏名｜ 生年月日 年齢｜ ’｜生 思リ 男・ 女
フィルムバッジ登録番号 iWJ定放射線の種類 着用部位
経 験 年 数 現在までの集積線量





























昭和56年度 第15回学寮補導委員会（ 2月 2 日）
（審議事項）
(1）受験生宿泊について




















昭和56年度 第 16回学寮補導委員会（ 2月16日）
（審議事項）
(1）受験生宿泊について






































































経済学部 助教授 泉 田 栄 一 （ドイツ連邦共和国〕 ヨーロツノfの企業結合の法規制 10 マックス・ プランク比較
法研究所
トロント バクテリア1）ーチングに関す
工学部 II 新 井 甲 （カナダ） 10 
トロント大学 る基礎的研究
キャンベラ 海外における工業用原料産地
教育学部 教 授 藤 森 勉 （オーストラリア） の地域構造 2 一わが国工業立地との関連にオーストラリア国立大 学 おいて一
オルセイ
理 学 部 II 松 本 賢 一 （フランス） 素粒子の構造と模型 2 
核物理学研究所
人 事 異 動
発令年月日 氏 名 異動前 の所属官職 異 動 内 ，合手で・ 任命権者
57. 2. 1 大 岡 料｜之 教授（工学部） 文部 大 臣
57 2. 16 秋 元 ー 美 事務補佐員（人文学部・理学部） 富山大学長
57 2. 20 四 日 日主円 美 II （附属図書館） II 
57 2. 22 梅 津 美枝子 II II II 
57. 2 1 藤 木 興 三 助教授（教育学部） 教授（教育学部） 文部 大 臣
II 広 減！ ネM・－じ郎 II II II II II 
57. 2. 20 若 林 嘉一郎 教授（工学 部） 附属図書館長・評議員（59.2.19まで） II 
57 2. 25 釘’ 干す 昇 II （教育学部） 教育学部長事務代理 富山大 学長
57. 2. 28 前 回 出里翌l f，三コ 技術補佐員（経理部主計課） 昭和57年2月27日限り退職 II 
II 北 上 1実 二 II II II II 
II 1r'r 本 1告 II II II II 
II H桑 木 嫡三郎 事務補佐員（附属図書館） II II 
II 回 村 清 松 JI II II II 
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学 内 諸 報
教育学部附属学校（園）長の改選
教育学部附属小学校長， 問中学校長， 同養護学校長及び同幼稚園長の任期が， 昭和57年3月31日に満了するため，
教育学部教授会は， 2月24日に次期附属学校（園）長候補 者の選挙を行った。 その結果， 附属小学校長候補者に田中
久雄教授が新しく選出されたほか， 問中学校長候補 者に鶴木利雄教授， 同養護学校長候補 者に藤井敏孝教授， 同幼
稚園長候補 者に泉 敏郎教授がそれぞれ再選された。 任期は昭和57年4月 1日から 2 年間。
田中久雄教授は， 昭和23年3月東京第3臨時教員養成所を卒業， 富山師範学校教官を経て昭和25年4月富山大学
教育学部講師， 同34年12月間助教授， 同 50年3月同教授となり現在に至っている。
専門は， 体育理論・体育 史， 富山県出身。
教養部長 の 改 選
梅原隆章教養部長の任期が， 昭和 57年3月3 1日に満了することに伴い， 教養部教授会は， 2月17日に次期教養部











助 教 授 火原 克二
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富 山 大学名誉教授 丸 山 豊一氏逝去
本学名 誉教授 丸 山 豊一氏は， 昭和 57年 2月 23 日 肺 炎 の た め逝去 さ れ ま した 。
享年70才
こ こ に御冥福を祈 り ， 謹ん で哀悼 の 意を表し ま す。
同 氏は， 昭和 18年3月 東京高等師範学校図画研究科を卒業 さ れ， 同年4月富 山師範学校教諭， 同 20年 6月同校助
教授を経て ， 同 26年3月富 山大学教育学部助教授に就任， 同40年4月同教授に昇任， 同 52年4月停年退官 さ れ ま し
た 。 こ の 間34年の 永 き にわ た り 終始熱心に学生等の美術教育に当 た ら れる とと も に， 評議員として本学の管理 ・ 運
営に尽力 き れ ま し た 。
一方， 昭和 21年光風会展に入選以来， 創 元 展， 日 展， その他に 出 品 入選 さ れ， 同3 5年日 展特選， 同36年光風会会
員賞， 同49年光風会60周年記念特別 賞な どを受賞 さ れ ま し た 。 同4 1年か ら日展依嘱 出 品を続け ， 光風会審査員， 同
評議員及び 日 展会友 も 務め ら れ 多大の業績を残 さ れ ま した。
ま た ， 昭和47年に富 山新聞文化賞， 同 53年に富 山県文化功労賞を も 受賞 さ れ ま した 。
なお， 葬儀は 2月2 5日（ 木）午 前 10時か ら 上新川郡大 山 町の 自 宅 で執 り 行われ ま し た 。
主 要 行 事
本 部 ｜ 13 日 第 l 回 富 山 大学事務用電子計算機機種選定
委員会
2月
15～ 2 5日 服 務関係事務調査
1 ～ 9日 昭和56年度会計事務内部監査 16 日 第16回学寮補導委員会
2日 第15回学寮補導委員会 17日 国立大学協会第 3 常置委員会 （於国立大学
国家公務員給与等実態調査説明会 （ 於 国立 協会）
金沢病 院） 18 日 第17 回学寮補導委員会
3 ～ 4日 建築設備耐震講習会 （ 於 金沢商工会議所） 第6 回学園ニ ュ ー ス 編集委員会
4日 第 5 回事務電算化委員会 19日 第6 回 大学院委員会
富山大学放射性同位元素総合実験室運営委 第1 回 評議会
員会 第2 回 富 山 大学事務用電子計算機機種選定
4 ～ 5 日 臨時 東海 ・ 北陸地区国立大学学生部次長 ・ 委員会
課長会議 （ 於 名 古屋大学） 第3 団施設整備委員会
5日 第3 回教務委員会 23 日 昭和 56年度文部省共済組合実地監査
庶 務係長会議 24 日 事務改善委員会主査会議
9日 短期高等教育機関 （ 高岡市） に関する創 設 25日 第9 回補導協議会
準備会議 （ 第 l 回） （ 於 国立教育会館） 27 日 授業料減免事務担当者打 ち 合わせ会
9 ～ 1 5 日 富 山 大学 入学願書受付




文 理 学 部
2月13日 後学期授業終了
















2 5日 人文学部 入学者選抜調査書審査
教 育 学 部
2月1 日 小論文検討委員会
2 日 会計事務内部監査
3 日 学部図 書委員会
教務委員会
4 日 留学生委員会
附属小学校 入学者第1次選考 （ 発育検査）
日 本教育大学協会第二部会理事会 （ 於 東京
学芸大学）
5 日 日本教育 大学協会地区会長会及び同理事会
（ 於 東京学芸大学）
6 日 教育専攻科入学者選抜試験
7 日 附属中学校 入学者第1次選考 （学力 検査）
10日 教務委員会
入試検討委員会
1 2日 附属中学校 入学者 第 2 次選考 （ 抽選）
報 第220号
1 5日 補 導委 員会
小論文検討委員会
附属小学校 入学者第 2 次選考 （ 抽選 ）
16 日 服務関係事務調査





22～ 23 日 教員養成学部学生合宿研修 （ ス キ ー ） （ 於


















1 8 日 学内服務 関係事務調査
理 学 部 l
2月1 日 会計事務内部監査




1 5 日 服務関係事務調査
17日 教授会
理学研究科委員会
20 日 理学研究科 第 2 次募集合格者発表
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2 ～ 3 日 大学院工学研究科 （第二次 ） 入学試験
3 日 会計事務内部監査
4 日 北陸信越地区工業教育協会講演会
。 演 題 「 ソ ビ エ ト 連邦に長期 出張 し て 」
。講師 「 富 山 大学工学部助教授 川田 勉氏」
。 演題 「 ク ラ ー ク ソ ン 工科大学に学ん で、」
。講師 「 富山大学工学部助教授 小林信之氏」
10日 専任教授会
工学研究科委 員 会
1 2日 大学院工学研究科（第二次） 合格者発表





22 日 服 務関係事務調査
23日 学部図書委 員 会
2 5日 後学期授業終了
教 養 部
2月 5 日 会計内部監査
10日 教授のみの教授会
1 5日 授業終 了
17日 教授会
23日 服 務関係事務調査
附 属 図 書 館








26日 受 入事務打ち合わせ （ 於金沢大学）
トリチウム科学セ ン タ ー ｜
2月 5 日 ト リ チ ウ ム科学セ ン タ ー運営委 員 会
17日 ト リ チ ウ ム 科学セ ン タ ー ・ 総合実験室の共
催に よ るRI講習 会（於附属図 書館視聴覚室）
24 日 服 務 関係事務調査
保健管理セ ン タ ー ｜ 
2月17日 臨時健康診断 （ ス キ ー 実習）
23日 入学者選抜健康診断判 定基準専門委員 会
24日 臨時健康診断 （ ス キ ー 実習）
2 5日 服 務関係事務調査
28 日 第 2 回 健康増進合宿セ ミ ナー （ 於極楽坂ス
3月 2 日 キ 一場， や ま ふ じ山荘 ）
2月1 日 第6 回 財 務委員 会
2 日 第1 5回教授会 （ 持 ち 回り）
4 日 会計事務内部監査
8 - 13日 昭和57年度推薦 入学願書受付
1 2日 第3 回 入学者選抜学力 試験委員会
1 8 日 第16回教授会
第 l 回推薦 入学選考委員 会
19日 服務関係事務調査
19～ 20日 昭和56年度第3 回 国 立短期大学協会第2 部
Aエミ、
21日 推薦 入学者選抜試験
第 2 回推薦入学選考委員 会
25日 第17 回教授会
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且寸ι一 部 学 科 ・ 課 程 昭 和 5 7 年 度 昭 和
5 6 年 度
募集 人員 志願者数 ｛音 率 募集 人員 志願者数 倍 率
人 文 A十Lん 科 90 393 4 . 37 90 3 16 3 . 51 
人 文 学 部 呈日五日 ナ_,,.,_ 文 学 干ヰ 8 0  27 5 3 . 44 8 0  148 1 . 8 5  
言十 170 668 3 . 93 170 464 2 . 73 
小 学 校 教 員養 成 課 程 140 239 1 . 7 1  140 293 2 . 09 
中 学 校 教 員 養 成課 程 50 13 1  2 . 62  50 133 2 . 66 
教 育 学 部 養護学校教員養成課程 20 7 2  3 . 60 20 66 3 . 30 
幼 稚 園教 員 養 成課 程 30 13 8  4 . 60 30 145  4 . 8 3  
言十 240 58 0 2 . 42 240 637 2 . 6 5  
車壬 j斉 再寸£ー． 科 1 20 20 2 1 . 68 1 20 260 2 . 17 
経 済 学 部 経 営
寸A以a， 科 120 337 2 . 8 1  1 20 360 3 . 00 
経 メ邑,,. 法 学 科 60 18 2 3 . 03 60 1 20 2 . 00 
言十 300 7 21 2 . 40 300 740 2 . 47 
数 ぶ寸出ー 科 40 8 0  2 . 00 40 96 2 . 40 
物 理 ぶ寸且ー． 科 40 60 1 . 50 40 69 1 .  73 
理 学 部 化 学 科 40 94 2 . 3 5  40 8 2  2 . 0 5  生 物 Aナム.. 科 30 8 0  2 . 67 30 7 5  2 . 50 
I也 球 科 r＇子主4 科 30 60 2 . 00 30 7 8  2 . 60 
計 18 0 374 2 . 0 8  1 8 0  400 2. 22 
電 気 工 Aナiι 科 50 10 2 2 . 04 50 93 1 . 8 6 
工 業 化 ナ－＂＇」 科 4 5  170 3 . 7 8  4 5  1 58 3 . 51 
金 属 工 弓主aー． 科 40 13 8  3 . 4 5  40 1 36 3 . 40 
工 学 部 機 械 工 学 科 50 159 3 . 1 8  50 104 2 . 0 8  生 産 機 械 工 学 科 40 93 2. 33 40 133 3 . 33 
化 Aナ,,. 工 A寸uーら 科 40 104 2 . 60 40 9 2  2 . 30 
電 子 工 A十,,. 科 40 7 8  1 .  9 5  40 64 1 . 60 
計 30 5 8 44 2 . 77 30 5 7 8 0  2 . 56 
メ口入 5十 1 , 1 9 5 3 , 1 8 7  2 . 67 1 , 19 5  3 , 0 21 2 . 53 
＠ 遅斤 の際は， 電気， ガス， ス ト ー ブの消 し 忘れ を な く し ， 火 災 の予 防 に 心が け ま し ょ う ．グ
＠ 電気， ガス， 灯油， 水の省 エ ネ ・ 省資源 を確実 に 実施 し ま し ょ う ．グ
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編 集 富 山 大 学 庶 務 部 庶 務 課
富 山 市 五 福 3 1 9 0 
印刷所 中 央 印 刷 株 式 会 社
富 山 市下奥 井 1 - 4 - 5
電 話 側 6 5 7 2 附
